
新潟市民病院収支改善計画の概要
１ はじめに

コロナ禍後の医業収益の伸び悩み、昨今の物価高騰、人事委員会勧告を踏まえた給与改定の影響により経営が悪化し、数年後には
運転資金が枯渇する可能性があるため早急な収支改善が必要であることから収支改善計画を策定する。

２ 収支悪化要因の分析

賃金上昇、物価高騰と診療収益の伸び悩み、職員生産性の低さ
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３ 計画期間
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４ 経営改善の内容

ア 事業規模・機能の見直し

○ 病棟機能再編 ＨＣＵ（ハイケアユニット）８床の導入し、入院単価増に取り組む。

イ 経費削減・抑制対策

○ コスト適正化 他の病院より高く購入している薬品や材料について、コンサルタントのノウハウを取り入れ、価格交渉や委託の仕様
の見直しを行う。

○ 看護部業務改善 業務の効率化による超過勤務の縮減に取り組む。

ウ 収入増加・確保対策

○ 診療報酬算定強化 既に届出済みである診療報酬について、算定率を同規模同機能病院水準まで引き上げるほか、必要な条件をクリアし
新たな診療報酬の届出を行い収益増加を図る。あわせてＤＰＣ機能評価係数の改善に取り組む。

○ 職種別生産性向上 医療技術職の指導件数や撮影件数を同規模同機能病院水準まで引き上げる。
○ ベッドコントロールの見直し 救急の積極的な受入などにより一般病床稼働率９０％に引き上げるとともに、平均在院日数が長い診療科

の在院日数を同規模同機能病院水準まで短縮することで入院単価を引き上げる。
○ 室料差額等自費の見直し 県内基幹病院の価格動向を参考に改定を行う。
○ 手術件数の増 手術枠の運用効率化、手術室スケジュールの精緻化を図る。
○ 透析件数の増 保有ベッドの稼働を同規模同機能病院水準まで引き上げる。

エ 機能分化・連携強化や経営形態の見直し

○ 地域連携強化 消防との連携強化、他医療機関からの紹介増加を図る。
○ 経営形態の見直し 地方独立行政法人への移行は現状債務超過であるため困難であること、指定管理者制度の移行は職員の大量離職が

懸念されることから、財務基盤が安定するまでは現行の経営形態で経営改善を図る。

○ 診療科別マネジメント 診療科ごとの収益とコストを明確化し、必要改善金額を設定する。

オ その他
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５ 計画期間における改善施策の経済効果

4


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4

